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研究成果の概要（和文）：気候変動緩和のためには環境技術のさらなる発展が重要であると考えられている．し
かしながら，各国が単独で環境技術の開発を行っている現状では，十分な技術革新・普及には結びついていな
い．この問題を解消するための1つの手段として，国際技術協定という制度が注目されている．本研究では，ゲ
ーム理論を用いて，国際技術協定が効果的に機能する条件をいくつか明らかにした．

研究成果の概要（英文）：Further development of environmental technologies is considered important 
for climate change mitigation. However, these technologies tend to require high costs in the phase 
of research and development (R&D). Moreover, one country’s knowledge acquired through R&D spills 
over into others, which causes a free-rider problem. From the above reasons, each country may not 
conduct sufficient level of R&D individually and voluntarily. In order to solve this problem, the 
mechanism, which promotes multilateral technology collaboration in the R&D phase, is considered 
necessary: hereafter, we call it an international technology agreement. In this research, I revealed
 some conditions under which an international technology agreement will function effectively.

研究分野：環境経済学
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１． 研究開始当初の背景 
気候変動緩和のためには環境技術のさ
らなる発展が重要であると考えられて
いる．しかしながら，各国が単独で環境
技術の開発を行っている現状では，十分
な技術革新・普及には結びついていない．
この問題を解消するための1つの手段と
して，国際技術協定という制度が注目さ
れている（国際技術協定とは，各国の自
発的参加による共同研究プロジェクト
であり，その加盟国は，研究開発に関し
て集合的に意思決定を行う）． 
国際技術協定に関する理論研究は，
Barrett (2006)と Hoel and de Zeeuw 
(2010)によって基本的な枠組みが提唱
されて以降，世界中の多くの研究者によ
って活発に行われている．しかし，未だ
に検討されていない事項も多く存在し，
発展の余地が大きい分野であるといえ
る． 

 
２． 研究の目的 
国際技術協定の導入によって環境改善
技術がスムーズに社会に浸透すること
で，より迅速かつ効率的に温室効果ガス
を削減することが可能となるかを調査
する．さらに，国際技術協定が効果的に
機能する状況を明らかにし，国際技術協
定の将来的枠組みを提案する． 

 
３． 研究の方法 
本研究では，以下の 3つの具体的な研究
課題を設定した．それぞれのプロジェク
トで理論モデルを構築し，理論分析を行
った． 
(1) プロジェクト 1：技術採択における
単独意思決定の有効性を検討 

(2) プロジェクト 2：R&D 費用の高低が
国際技術協定の有効性に及ぼす影
響 

(3) プロジェクト 3：技術採択便益のス
ピルオーバーが国際技術協定の有
効性に及ぼす影響 
 

４． 研究成果 
(1) プロジェクト 1の成果 
環境技術協定に関する既存の理論
研究では，「技術採択」に関する協
定（Barrett 2006）や，「R&D」と「技
術採択」の2項目に関する協定（Hoel 
and de Zeeuw 2010）が提案されて
きた．しかしながら，現実世界に存
在する環境技術協定では「R&D」に
関する協力行動のみが定められて
おり，「技術採択」に関しては各国
が単独で意思決定を行っている．そ
こで，本プロジェクトでは，「R&D」
と「技術採択」の 2項目に関する技
術協定と「R&D」のみに関する技術
協定を比較した．その結果，「R&D」

のみに関する技術協定の方がより
多くの国に技術採択を誘発できる
ことを明らかにしている．すなわち，
「技術採択」に関する協力行動はか
えって各国の技術採択のインセン
ティブを低下させてしまう．この研
究成果は，今後国際学術雑誌に投稿
予定である． 
 

(2) プロジェクト 2の成果 
技術採択費用を1単位減少させるた
めに必要な R&D 費用の額は，技術分
野ごとに異なると考えられる．R&D
費用が極端に高い技術では，R&D を
促進することを目的としている国
際技術協定の参加国数が不十分に
なることも潜在的には懸念される．
しかしながら分析の結果，このよう
な懸念に反して，加盟国数と R&D 費
用にはU字型の関係が存在すること
が明らかになった．すなわち， R&D
費用が十分に低いときと十分に高
いときにのみ，多くの国にとって国
際技術協定に加盟することが合理
的な選択になる． 
また，本プロジェクトでは環境汚
染被害を受ける国の数の大小が国
際技術協定の有効性に与える影響
も分析された．その結果，（気候変
動のように）汚染被害を受ける国の
数が大きい環境問題では，汚染被害
を受ける国の数が少ない環境問題
と比べて国際技術協定の有効性が
高くなることが分かった．最後に，
本論文で考察した枠組みの下では，
国際技術協定によってすべての国
に技術採択を誘発することができ，
あるケースを除いて社会厚生を改
善することができることが明らか
になった（あるケースとは国際技術
協定を導入する前に既にファース
トベストが達成されているケース
である）．なお，本研究成果は査読
付 論 文 集 『 Economics of 
International Environmental 
Agreements: A Critical Approach』
の第 10 章として Routledge より公
刊されている． 

 
(3) プロジェクト 3の成果 
他の技術分野と比較したときに環
境技術を特徴づける性質の一つは
技術採択便益（技術の採択から得ら
れる便益）がスピルオーバーすると
いうことである（Barrett 2006）．
技術採択便益のスピルオーバーと
は，自国が環境技術を採択すること
によって，自国だけでなく，他国の
環境が改善することを意味する．国
際技術協定の既存研究では，自国が



技術を採択する場合，自国と同じだ
けの環境改善便益を他国が享受す
る（つまり技術採択便益が完全にス
ピルオーバーする）ことが前提とさ
れているが，現実の社会では，必ず
しも環境改善便益が完全にスピル
オーバーするとは限らない．例えば，
環境問題や環境技術の特徴によっ
て，スピルオーバー率は変化すると
考えるのが自然である． 
そこで本論では，技術採択便益のス
ピルオーバーが国際技術協定の有
効性に与える影響を理論的に分析
する．そのために，スピルオーバー
率を示すパラメータとしてαを導
入する．つまり，既存研究では，あ
る国の技術採択便益が 100％他国に
スピルオーバーすることが前提と
されていた（α=1）が，本研究では
α (<1) の割合だけ他国にスピル
オーバーするとの想定のもと分析
を行う． 
 主な分析結果として以下の2つを
得ている．第 1に，加盟国数がスピ
ルオーバー率の広義単調減少関数
になる．第 2に，社会厚生がスピル
オーバー率の増加関数になる．これ
らの結果を図示すると以下の通り
になる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

スピルオーバー率の増加に伴って
社会厚生が増加することの直観は
以下の通りである．本研究では，ス
ピルオーバー率の増加は，社会厚生
に 3 つの効果をもたらす．第 1 は，
限界採択便益を減少させることを
通じて社会厚生を低下させる効果
である．第 2は，他国からスピルオ
ーバーしてくる技術採択便益を増
加させることを通じて社会厚生を
増加させる効果である．第 3は，全
体のR&D費用を低下させることを通
じて社会厚生を増加させる効果で
ある．スピルオーバー率が社会厚生
に与える影響はこれら3つの効果の

総和によって決まるが，大きく 3つ
のケースが有りうる． 
 
ケース１：スピルオーバー率が非常
に小さいとき（図の Aのエリア） 
このとき加盟国はR&Dを全く行わな
いことが最適となる（従って上記 3
つの効果はいずれも存在しない）．
その理由は，採択便益が十分にスピ
ルオーバーしない場合，たとえ国際
技術協定の加盟国がR&Dを行ったと
しても，R&D 投資費用に見合った技
術採択便益を享受することが出来
ないためである．加盟国は R&D を行
わないことを選択するため，このケ
ースでは国際技術協定がもたらす
社会厚生はゼロとなる． 
 
ケース 2：スピルオーバー率が中間
の値をとるとき（図の Bのエリア） 
このケースではスピルオーバー率
の増加が社会厚生に与える3つの効
果はすべて存在するが，第 1の効果
（負）と第 2の効果（正）は完全に
打ち消しあうことが明らかになっ
た．その結果，スピルオーバー率の
増加は全体のR&D費用を低下させる
ことを通じて社会厚生を増加させ
る． 
 
ケース 3：スピルオーバー率が非常
に大きいとき（図の Cのエリア） 
このケースでは，スピルオーバー率
によらず加盟国数は一定となるこ
とが示される．そのため加盟国数の
変化に依存した効果である第1の効
果と第 3の効果は存在せず，加盟国
数の変化に依らない第2の効果のみ
が存在する．その結果，スピルオー
バー率の増加は他国から自国にス
ピルオーバーする技術採択便益の
増加を通じて社会厚生を増加させ
る． 
 
以上のことから，技術採択便益が完
全にスピルオーバーする場合，社会
厚生は最大になるが，加盟国数は最
小になるという結論を得た．本研究
の結果は，完全スピルオーバーを前
提としている既存研究が明らかし
た国際技術協定の有効性が過大評
価されている可能性を示唆するも
のである．つまり，既存研究にスピ
ルオーバー率を導入すると，国際技
術協定によって達成される社会厚
生が減少してしまう可能性がある
ということである．本研究の分析が
現実の環境政策に持つインプリケ
ーションは，ある技術分野において
国際技術協定の導入によってどの



程度の環境イノベーションが達成
されるかを判断するには，スピルオ
ーバー率に関する正確な情報を入
手する必要があるということであ
る．この研究成果は，今後国際学術
雑誌に投稿予定である． 
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